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マルサスはその『原理』初版の利潤を論じた章の最初の二節において，
リカードウ的な資本蓄積理論を要領よく説明し五:彼がこの「資本と人口
が一様に増進すると仮定」した場合の分析を提示するさいには， iもし労
働の実質価格を固定できないのなら，それ〔労働の実質価格〕は明らかに，
資本と収入の増進とともに変動し，また供給と比べた労働にたいする需要
の増進とともに変動するにちがし、なし、」とL、う論点を保留し， i現実の事
態にすすむ前に」と前置きしていた。そして， リカードウはこの部分への
『評注』でその趣旨に同意し， iわれわれはただ，価値の実質尺度はなに
から成るかについて見解を異にするにすぎなL、」と述べている。
(1) Cf. Ma1thus(8) P. Sraffa ed.， chap. V， secs.l， 2.
(2) Ibid.， p.255-56，向上邦訳329ペー ジ。
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この資本蓄積理論の主要な要素は人口理論(人口増加率を実質賃金率の
増加関数とする仮定)，賃金基金説，および差額地代説からなり，その動
きは第一図のような図式に要約することができぷすなわち，人口増加と
資本蓄積との進展につれて，耕作地は一等地から二等地へ，二等地から三
等地へ，というように広がり，劣等地耕作が進行して(第一図のA.(a)お
よびB.)，実質賃金率と利潤率とはともに低下してL、く。限界耕作地より
肥沃な既耕地では，その有利さの分だけ地代が生じる(差額地代説)ので，
劣等地耕作の進行とともに地代は上昇してL、く。こうして，実質賃金率が
「生存費水準」にまで低下し，利潤率がその最低水準(与 0)にまで低下
したとき，人口増加と資本蓄積はともに停止する。これが定常状態 (sta-
tionary state)である。
しかしリカードウは， i私の信ずるところによれば，われわれはまだ静
{日
止の状態 (stationarystate)からはるかに遠いところにある」としていた。
そして，そこにいたる途中では，人口増加率と資本蓄積率とがつねに一致
しているとは限らない。たとえば，第一図A.(b)のように，人口増加率が
資本蓄積率を上回るかもしれない。しかしこの場合には，一人あたり資本
量の減少または労働過剰によって，実質賃金率は下落し，利潤率は上昇す
る。この結果，人口増加率は低下し，資本蓄積率は上昇する。あるいは逆
に，第一図A.(c)のように，人口増加率が資本蓄積率を下回る場合には，
逆方向の調整によって人口増加率は上昇し，資本蓄積率は低下する。この
ように，限界耕作地が一定の等級にとどまる範囲で考えると，資本蓄積率
(=人口増加率)にはその限界耕作地に固有の安定的な均衡値があり，こ
れに対応して，実質賃金率および利潤率にも，そこに固有の安定的な均衡
水準があることになる。
この理論モデルにおいて利潤率を変動させる原因は次の二つに要約でき
(3) Ricardo， Notes on Mal幼us(Works， JJ) ，p. 258， No. 164， a1so cf. p. 265， No. 
171， W評注』邦訳332ページ，なお，同341ペー ジをも参照。
(4) このモデルの詳細については中野(11]参照。
(5) Ricardo02J p. 109，邦訳127ペー ジ。
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A.劣等地耕作に進まない範闘での人口増加と資本蓄積
(a) 人口糊日率 =資本蓄積率(比例的制日〉 一一→ B. 
実質賃金率・利潤率一定
(b)欄「人ナて7雌 1 ' 
C)J口12ドーっ抑制|一
B.劣等地耕作の進行
A. (a) 
または
A. (c) 
A. (a) 
まfこは
A. (b) 
限界内の全既耕地の地代上昇・利潤率下落・実質賃金率下落
(さらなる劣等地の耕作に進むまでは A.に同じ〉
第一図古典派資本蓄積論の基本的図式
る，すなわち，第一に，そのときどきの限界耕作地の等級あるいは「土地
における生産の難易j，および第二に， r資本量の，雇用労働量にたいする
関係の変動j，であ4:しかしながら，マルサスはこのような資本蓄積理
論を素描した上で，r現実の事態において」とL寸箇所からは彼自身の利
潤論に戻!)，上の二つの「原因をさまざまに修正する他の諸原因」を論じ
£彼が検討した「現実の事態」は， 1727年から1813年までの景気動向と
利子率との閣の関係で，特に， 1793年から1813年にかけての対仏戦争の時
期を中心にしており，この時期には農業は空前の好景気にあった。そこで
マノレサスは， r戦争のために資本が需要に比例しては乏しく j，r取引の増
(6) Cf. Ma1thus(8J P. Sraffa ed.， p.253，邦訳325-26ペー ジ。
(7) Cf. ibid.， p.271，向上邦訳347ペー ジ参照。
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大と農産物需要の増大とL、う事情」がこの時期の農業の高利潤の原因だっ
た，と見て， i利潤率は，耕作に引き入れられる最終地の自然力よりも，
資本の相対的な多寡に影響を及ぼす原因に，実際は，より多く依存するで
あろう」と結論づけた。この文脈からは， i資本の相対的な多寡」という
のは，農産物需要に対する，とL、う意味であろうと思われるが，しかしリ
カードウは労働に対する，と解したようで，これへの『評注』では絶句す
るほかはなかった。
その後のリカードウとの論争を経て，マノレサスは『原理』第二版ではこ
の利潤論の章を大幅に改訂し，利潤率に作用する上の二つの原因をそれぞ
れ「利潤の限定 Climiting)原理」および「利潤の規制 Cregu1ating)原
理」と呼び，特に後者の雇用変動の主要な原因に生産物需要の変動を含め
た。こうして，前者のみが作用する第一図のA.(a)からB.への過程にお
いてのみ， リカードウ的な資本蓄積モデノレが妥当するが， しかし，そこに
はつねに後者が介在し，事態を変更する，という形になった。これは理論
的には第一図A.(a)の均斉成長状態の安定性に関わる問題なのだが，マノレ
サスにはそうした問題意識はあまりなく，人口抑制を推奨するお説教に傾
きがちであり，初版のこのお説教の部分にはリカードウが全面的に賛意を
表していたこともあってか，第二版でも経済分析上の進展は見られない。
したがって，マルサス『原理』の理論の本筋を追うとすれば，有効需要
と雇用を論じた賃金論の章と「富の増進」の章に進まねばならない。しか
しその前に， w原理』の経済学的な分析の基本的な枠組みが『人口論』と
どのように関連していたのかを概観しておいたほうがよいだろう。
(8) Ibid.， p.284， a1so cf. p. 295，邦訳361-62ペー ジ，なお， 375-76ペー ジをも参照。
(9) Ric紅白，Notes on Malthus (Works， H) ，p. 285， No. 185， a1so cf. p. 277， No. 
178， [f'評注』邦訳362ページ，なお，同353ペー ジをも参照。
(10) Cf. Malthl諮問J]. Pullen ed.， Il. pp. 225-26. 
(1) Cf. ibid.， 1. pp. 305-306， Ricardo， Notω開 Malthus(Worお， IJ) ，p. 262， No. 
169， [f'評注』邦訳337ペー ジ参照。
(12) Cf. Malthus (8 J]. Pullen ed.， 1. pp. 303-305， Il. pp. 230-31. 
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I.人口論から経済学ヘ
よく知られているように，マルサス『人口論』はその理論的な考察の出
発点を次のような経験則に置いていた。すなわち， r人口は，制限されな
L 、ぱあいには，二五年ごとに倍加しつづける，すなわち等比数列において
増大する」のに対して， r地球が提供する人間のための生活資料Jはせい
ぜいのところ， r全地球がし、ま生産しているのに等しい量だけ二五年ごと
に増大すお，と仮定できる程度のことにすぎない。そうすると，一人あ
たり消費可能な生活資料は，たとえば，百年後には現在の二分のーとなり，
二百年後には現在の十六分のー，等々というように，急速に減少してLぺ。
一般に，制約する条件が特になければ，生物の個体数が等比数列で(¥，、
わゆるネズミ算式に)増加していくことは生物学ではよく知られている現
象だから，前者の命題の意味は了解しやすL、。しかし，生活資料に関する
後者の命題はさほどわかりやすくはない。もちろんこの議論の要点は， r耕
地の拡大に比例して，以前の年々の平均生産物に年々加えられる増分が次
第に規則正しく逓減1する，という程度のことにすぎない。そこでこの論
点は『原理』では，人口増加と資本蓄積とによって耕作が最も肥沃な土地
からはじまって，次第に痩せた土地へと広がっていき，その結果，一人当
たりの生産量が減少していく，とL、う過程(第一図A.(a)およびB.)に
置換えられ，これに伴って『人口論』では漠然としていた所得分配の機構
も解明されたわけである。
ところで，このように人口増加によって一人当たり生産量したがって一
人当たり消費可能な生活資料の量が減少していくと， r人口に対する抑制
要因が，大なり小なりあらゆる社会に不断に作用し，人口を生存ぎりぎり
(J由
(rneans of subsistence)の水準へと押し下げ続ける」。マルサスはこの抑
(叫 Malthus(7] 1. p. 12，永井訳28(大淵訳6)ペー ジ。
(刈 Ibid.，1. p. 14永井訳30(大淵訳8)ペー ジ。
(刈 Ibid.，1. p. 14大淵訳8ペー ジ。
同 Ibid.，1. p. 16， (大淵訳10ペー ジ)。
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制要因の諸相をさまざまに分類したが， i道徳的抑制 (rnoralrestraint)j 
以外のものはすべて「罪悪 (vice)jおよび「窮乏 (rnisery)jに要約され
るようである。
ところで， リカードウは， i労働者たちが，平均的にいって，生存しか
っかれらの種族を増減なく永続させるのに必要な，その価格」を「労働の
自然価格」と呼んだらに対して，マルサスは「この価格こそもっとも不自
然な価格とよびたL、」と反駁した。そうした実質賃金率の水準(生存費水
準)では，社会は極端な「罪悪と窮乏」に覆われているわけだから，マル
サスの観点から言えば， iもっとも不自然な」状態にあるだろう。しかし
そればかりではなく，マノレサスは『人口論』の初版以来一貫して，たとえ
社会が人口増加の結果として困窮状態に陥ったとしても，それが永続する，
とは考えていなかった，すなわち，
この困窮の時期のあいだ，結婚にたいする支障と，家族をやしなう困
難さとは，ひじようにおおきいので，人口は停滞している。そのあい
だ，労働の安価なこと，労働者の豊富さ，およびかれらのあいだにお
ける勤労の増大の必然性が，耕作者を刺激して，かれらの土地にいっ
そうおおくの労働を雇用し，あたらしい土地を開墾し，すでに耕作状
態にあるものを，もっと完全に施肥し改善するようにさせ，ついには，
生存手段は，人口にたいして，われわれが出発した時点と閉じ割合に
なる。そうすればまた，労働者の状態はかなり安楽になるから，人口
増加にたいする抑制は，ある程度ゆるみ，そして幸福にかんするおな
じ後退運動と前進運動とが， くりかえされる。
わけである。この前進・後退の循環的な変動をマルサスは「振動 (oscila-
(17) Ibid.， 1. p. 23，大淵訳18ページ。なお，永井訳36ペー ジ参照。。8) Ric訂'doC12J p. 9③，邦訳109ペー ジ。
(1時 Ma1thus(8J P. Srafa ed.， 227-28，邦訳288ペー ジ。
仰1) Ma1thus (7] 1. 20，永井訳33(大淵訳14)ペー ジ。
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tion) Jと呼んでおり，リカードウの「労働の自然価格」概念へのマルサ
スの反駁にも，この「振動」の概念が反映している。
ときとして，マルサスは，人口増加が社会を破局的な停滞状態に陥らせ
る，という一方向的に必然的な宿命論を説いた，と受け取られ，そしてコ
ンドルセあるいはリカードがそう考えたように，それは必然的な宿命かも
しれないが， rその時」はまだ「はるかに遠L、」先のことだ，と片づけら
れることがある。しかし，マルサスにとっては，人口増加とその抑制要因
との聞のせめぎあいは，いっとも知れぬ未来に一回限りの最後的な破局を
引き起こすのではなく，循環的な「振動」のさまざまな局面を通じて， r人
聞が存在してきた，あるいは現に存在しているすべての時代およびすべて
(23) 
の固においてJ，つねに見ることができるような現象であって， r人間の
数が生存手段をこえる時期はすで、にずっと以前に到来しているのであり，
またこの必然的な振動，この周期的不幸をひきおこす，不断に作用する原
因は，人類の歴史がはじまって以来つねに存在したし，現在も存在し，そ
してわれわれの自然な身体的構造にある決定的変化が生じなければ，永遠
(24) 
に存在しつづけるであろう」ものだったのである。
この循環的な「振動」は経済学では技術進歩を含んだ景気循環に相当す
るので， A.スミスの圧倒的な影響下にあった『人口論』初版以来，マル
サスはしばしばその経済分析を試みた。もちろんこれは，前に見た第一図
A. (b)および'(c)のように，労働市場での需給関係が実質賃金率を調整的に
変動させる，と考えるなら，均衡をめぐる「振動」とすることもでき，じ
っさい， リカードウはその「価値論」を背景に，物価水準または「貨幣価
値」は安定的である，と想定し，たとえば， r貨幣の価値の変動は必然的
に貨幣賃金に影響するが，貨幣は一律に同じ価値をもつものとみなしてき
(21) Cf. Malthus [8J ]. P叫lened.， 1. 247-49. 
同 Cf.Malthus [7J 1. p. 309 (永井訳98ページ，大淵訳369ペー ジ)， also cf. Ric釘・
do [12J p. 109，邦訳127ペー ジ。
附 Cf.Malthus [7J 1. 304，永井訳91(大淵訳360)ペー ジ。
(24) Ibid.， 1. 309-10，永井訳98(大淵訳369)ペー ジ。
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たから，ここでは貨幣の価値の変動はなんらの作用もおよぼさないものと
仮定しぞ〉， 労働市場の需給関係を分析することができた。 この場合には，
実質賃金率は貨幣賃金率の変動に比例して(少なくとも同一方向に)変動
するから，実質賃金率と貨幣賃金率とを区別する必要はなく，労働市場は
完全雇用に向かう調整力を持つ。
しかし，マルサスは『人口論』初版以来，貨幣賃金率を基準として物価
変動をとらえる傾向があポ)したがって『原理』では，リカードウの投下
(27) 
労働価値説に対して，支配労働価値説をとった。これはケインズが『一般
理論』で用いた「賃金単位で測る」とLヴ方法と同じものであって，この
方法では，一定の貨幣賃金率の下で財市場の需給関係が物価水準を決定す
ると，それと同時に実質賃金率の水準も決まることになる。もちろん，理
論分析において名目量を実質化するための「ニューメレール」に何を選ぶ
か，は本質的な問題ではなく，その当否を争うのは無意味かもしれなし、。
しかし，その選び方に応じて，明白に見えるものと見えにくくなるものと
が異なる，とし、う可能性はある。マルサスが実質賃金率と雇用量とを決定
する主要な要因として財市場における「有効需要」を見， r有効需要」の
不足に失業の原因を見たとき，彼は『一般理論』のケインズと同じ位置に
立っていたのであるo しかしもちろん，マルサス理論がケインズ理論その
ままであった，とL、うわけではなし、。そこでまず， r有効需要」の意味に
ついて検討したうえで，両者の理論の異聞を見ていくことにしよう。
(25) Ricardo口2Jp. 97，邦訳114ペー ジ。
(26) Cf. Ma1thus (7J 1. pp. 355-56 (大淵訳414-15ページ，なお，永井訳34-36ベー
ジをも参照)，叩dMalthus (8J P.Sraffa ed.， pp. 229-30，邦訳291-92ペー ジ参照。
仰) Cf. ibid.， chap. n， sec. VI. 
同 Keynes(5J p. 41，邦訳42ペー ジ。
(29) Cf. Ma1thus (8J P. Sraffa ed.， pp. 325-330，408-13，邦訳411-17，520-24ペー ジ
参照。
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il.有効需要の概念
ケインズは『一般理論』で，まず総供給関数と総需要関数とを次のよう
に定義し，
いまN人を雇用することから生ずる産出物の総供給価格をZとすれ
ば zとNとの間の関係はz=φ(N)と書かれ，それを総供給関数
と呼ぶことができる。同じように，企業者がN人の雇用から受け取る
ことができると期待する売上金額をDとすれば， DとNとの聞の関係
(30) 
はD=f (N) と書かれ，それを総需要関数と呼ぶことができる。
その上で， i有効需要 (effectivedemand) Jを， i総需要関数が総供給関
数と交叉する点、におけるDのfdjと定義した。ここで， i総需要関数」は
現実の総需要ではなく， i企業者の期待」する総需要だから，現実の総需
要が企業者の期待と異なる場合には，企業者の期待が「結果に照らして徐
々に修正される」過程をも考慮する必要が生じる。しかし，このように定
義された「総需要関数」の下では，雇用量はつねに有効需要によって決定
され，そこから離れるような不均衡状態を考える余地がない，という意味
では，明快な定義かもしれない。
とはいえ， i有効需要」を需給の均衡点における需要と定義するのは，
現代の経済学の観点からは奇妙な用語法であるように見える。それが「有
効供給」とは呼ばれず， i有効需要」とのみ呼ばれる理由を理解するには，
A.スミス『国富論』に戻る必要がある。 A.スミスはまず，ある商品の「自
然価格」を，
仰，) Keynes (5J p. 25，邦訳26ページ，傍点原文イタリック。
料) 同上。
仰) Ibidηp.51，邦訳52ペー ジ。
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ある商品の価格が，それを産出し，調製し，またそれを市場へもた
らすために使用された土地の地代と，労働の賃金と，資財の利潤とを，
それらの自然率にしたがって支払うのに十分で過不足がないばあい，
このときその商品は，その自然価格とよんでもさしっかえないもので
売られるのである。
と規定し，その上で，
あらゆる個々の商品の自然価格は，実際にそれが市場へもたらされ
る量と，その商品の自然価格をよろこんで支払う人々の需要との割合，
すなわち，それをそこへもたらすために支払われなければならない地
代，労働および利潤の全価値をよろこんで支払う人々の需要との割合
によって規制される。このような人々の需要は，この商品を市場へも
たらすことを有効にするに十分であろうから，このような人々は有効
需要者とよんでさしっかえないし，またこのような人々の需要は有効
需要 (effectualdemand)とよんでさしっかえない。
とした。これについてのA.スミスの卓綾な例示によれば， rきわめて貧し
い者でも，ある意味では六頭立ての馬車に対する需要をもっているといえ
るし，かれはそれを所有したいと思うかも知れないが，かれの需要を満足
させるためにこの商品が市場へもたらされることはけっしてありえなし、か
ら，かれの需要は有効需要ではなし、」わけである。現代では，六頭立ての
馬車のかわりにリムジンのような高級事に置換えたほうが理解されやすい
かもしれない。つまり，その対価を支払う能力と意志があるだけではなく，
その対価が現実に生産を促し，供給を生じるものでなければ「有効需要」
同A.Smith (13J 1. p. 72，邦訳第I巻143-44ペー ジ。
例Ibidηp.73，邦訳145ペー ジ。
同同上。
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とは言えないわけである。
これを継承したマルサスとリカードウは，しばしば“e妊ectua1de・
mand"と“effectivedemand"とを同義語として混用したが，その意味内
容はA.スミスのままであって，たとえばマルサス『原理』初版では， i有
効需要」に言及して， i商品にたL、して十分な価格を支払う能力と意志の
ある人びとによる需要」と述べたにとどまっていた。しかし， リカードウ
はこれを，投下費用の観点から構成した「価値論」を正当化する需要水準，
と受け取ったために，両者の議論はかみあわず，その論争を経て，マノレサ
スは『原理』第二版の本文に次のような定義をあらためて明記する必要を
感じたようである，
ある商品に対する有効需要 (effectualdemand) とは，供給の自然
的で必、然的な諸条件を満たす需要，あるいはそう定義されてきたよう
に，有効需要とは，現実の諸条件の下で求められている数量だけ，そ
の商品を継続的に供給させるために，需要者が忍ばねばならない犠牲，
(37) 
である。
と。さらに，新たに加えた注では， i有効 (effectual)消費」を定義して，
「土地の状態が必要とするのでないような利潤の減少」を引き起こさない，
とL寸限定条件の下で， i生産物に対してその供給を継続させるのに効果
がある (effect)ような価格を支払うことができ，かつ支払う意志のある
人々の消訟とした。いずれにしても，これらはA.スミスの定義と大差
はなく，したがってリカードウとの論争に進展をもたらすこともなかった，
と思われる。
なお，マノレサスはこの有効需要概念をそのまま社会全体の生産水準，雇
(刈 MalthusC8J P. Sraffa ed.， p.329，邦訳416ペー ジ。
(刈 Ma1thusC8J J. Pulen ed.， n.， p.61 
(刈 Ibid.，n.， p.279，下線部原文イタリック.
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用量，そして物価水準といったマクロ的な分析にも適用したが，これに対
して， リカードウから].S.ミルを経てマーシャルにいたるまで，この用
語はA.スミスの定義のまま，少なくとも直接的にはミクロ的な分析に限
定して使われたにすぎない。したがって，上のケインズの定義はマルサス
的な用語法に由来しているわけである。
ただし，ケインズの定義では，有効需要の不足は低水準の雇用(したが
って失業)と直接に結びつき，その点で財市場は均衡してしまうので， i一
般的供給過剰」を経由する必要はない。それに対して，マルサスの定義か
ら出発すると，供結(量)に対する有効需要(量)の不足は，まず，諸財
の価格を各々の「自然価格または必要価格j以下に引下げ，この全体的な
値崩れの結果，生産と雇用が減少する，とL、う経過を想定しなければなら
(42】
なくなる。これは一面において，恐慌から不況にし、たる現実の経過によく
符合していて巧妙であるように見える。
ところが，まず最初の値崩れの段階での利潤率の下務と実質賃金率の上
昇は， リカードウのように， iこれはたんに，労働がきわめて高くて利潤
に帰すべき資金をすべて吸収し，したがって資本家は蓄積を続けるのにな
んらの関心ももたなし、」状態と解する余地があり，そうすると，リカード
ウ『原理』で言えば，
資本の蓄積が利潤の低下を伴うかもしれないばあいはただ一つだけで
あり，しかも一時的であろう。それは労働維持のための基金が人口よ
仰，) Cf.Ma1出U5(8) P. Sraffa ed.， pp. 325-29，415，439， and 50 on，邦訳412-16，528，
561ペー ジ等参照。
仰，) Cf.]. S. Mi1 (10) p.465 (邦訳第三分冊36-37ペー ジ).Marshall (9) p. 201， 
a1so cf. p. 80， (邦訳第二分冊218ページ，また，同19ページをも参照).なお.]. S. 
ミルは A.ミスと同じ“e妊'ectua1demand"を用いているが，マーシャルはどうい
うわけか，“efficientdemand"を用いている。
加) Ma1thU5 (8) P. Sraffa ed.， p.53，邦訳71ペー ジ。
(42) Cf. ibid.， p.308，邦訳393ペー ジ参照。
(43) Ricardo， Noti俗間Malthus(Works， II) ，p. 308，邦訳394-95ペー ジ参照。
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りもはるかに急速に増加する場合である。一ーその場合は賃金は高く
利潤は低いであろう。
すなわち，第一図A.(c)の調整過程の局面と受け取られるおそれがある。
こうなると，これがどこでどう一転して，マルサスの言うような生産・雇
用の減少を引き起こすのかわからなくなる。しかし，ここでもし生産と雇
用が減少するのなら，それは供給(量)を有効需要(量)の大きさまで減
少させ，現実の価格水準を「自然、価格または必要価格」に戻すだろうし，
そのときの生産・雇用水準が以前に比べて低いとしても， ~ 、ずれにしても，
「われわれは，どのような事情のもとでも商品が生産されるであろうと言
うのでなく，もし商品が生産されるなら，これを消費する意志と能力をも
っ人がし、つも若干はいるであろうと主張するのであり~、し、かえると，商
品にたいする需要はあるであろうと主張するのだJ，とL、う反論を生じる。
しかしながら，マルサスが論じた有効需要の不足は，第一図A.(c)の局
面ではなく，逆に，資本蓄積率が人口増加率より低く， したがってリカー
ドウ的に言えば，第一図A.(b)のように，実質賃金率が高すぎ，利潤率が
低すぎるために，実質賃金率の下落と利潤率の上昇が起こるはずの局面な
のである。すなわち，マルサスによれば，
賃金がしばらくのあいだ，労働にたいする需要に比例してそうあるべ
き高さよりもむしろ高い，ということが時に生じる。このことは原生
産物の価格が価値で低下し，そのため耕作者が同じまたは増大する数
の労働者を同じ価格で雇用する力が低下するときに，もっとも起こり
がちである，もしこの低下がL、ちじるしく，量の増大によって価値が
償われないなら，多数の労働者が解雇されるため，大きな不況の一時
期が終わったのちは，賃金は一般にそれに比例してひき下げられるで
(4) Ricardo (12) p. 292-93，邦訳337ペー ジ。
(叫Ric紅白，Notes on Malthω(Works， TI)， p. 314， N0.203，邦訳401ペー ジ。
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あろう。
かくして不況期には，利潤率が低いために資本蓄積が停滞し，失業が蔓延
している。これはケインズが『一般理論』で提起した有効需要不足の局面
と同じである。しかしマノレサスの議論には，ケインズの分析装置に共通す
る要素はほとんど見られない。マルサスがどのような理論モデルからこの
結論を得たのかはよくわからないが，参考までにマルサス的な短期均衡モ
デルを組立ててみることにしよう。
1V.マルサス的不況の理論モデル
いま，総雇用労働量をNとすると，これはマルサス的な観点からは生産的
労働の量Npと不生産的労働の量Nuとに分けられる。 A.スミス以来，こ
の分類の意味をめぐってはさまざまな議論を生じてきたが，ここでは，生
産的労働とは，賃金所得によって購入される食料をはじめとする必需品の
生産に直接・間接に(原料産業をも含めて)たずさわるすべての労働を指
すものとし，不生産的労働とは，利潤や地代といった財産所得によって消
費目的で購入される「便宜品や奪修品」の生産に直接・間接にたずさわる
すべての労働および「多数の召使や怠惰な従者」のサービス労働を指すこ
とにしよう。
生産的労働 Npによって生産された賃金財の純生産量をXで表し，生産
と消費の聞の時の遅れを考えないことにすると，これはその期に総雇用労
働量Nが消費する部分 Xcと，すべての企業家が賃金基金の純増分として
次期に繰越す投資の部分 XIとに分かれる。そこで，生産的労働 Npをさ
らに， Xcを生産するのに要したNpcと， XIを生産するのに要したNp1と
に分離しよう。もちろん，奪修品とそれに国有の原料の投資もあるだろう
附 Ma1thus(8J P. Sraffa ed.， pp. 229-30，邦訳291ペー ジ。
約) この定義はマルサス『原理』初版の第Vs章，特にその第m.Vs-x節の趣旨に
沿っているが，同第I章第H節の正規の定義とは異なることに注意。
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けれども，これについてはここでは特に区別しなL、。そうすると定義的に，
X=XC+Xl (1) 
N=Npc+Npl+Nu (2) 
であり，賃金財産業全体での一人当たり生産量をxとおくと，
Xc=x . Npc ( 3 ) 
X1=x . Npl ( 4 ) 
である。ただし，たとえば農業では，当面の限界耕作地の等級が変わるほ
どの大規模な生産量の増減は考えないこととし，さらに，一人当たり生産
量xはほぼ定数を保つと考えることにしよう(つまり，現行の限界耕作地
の耕作面積と投下労働量とが増加するにつれて，全体の生産量Xは増加す
るが，限界内の既耕地の生産量は一定だから，全体を平均した一人当たり
生産量xは多少とも低下していくだろうけれども，これは限界生産力説と
は関係のない事柄なので，ここではこの変化を無視するわけである)。
さて，貨幣賃金率をW，賃金財の貨幣価格をPとおくと，賃金財の総供
給量Xに対する総需要(量)は (W/P) ・N+Xlとなる。このうち， X1 
は相殺されるから，賃金財市場の総需給を左右するのは，Xcと (W/P)
.N との聞の大小関係であって，前者(供給量)のほうが大きければ価
格Pが低下して後者(需要量)は増加する。逆に前者が小さければ価格P
は上昇して後者は減少する。このような価格変動を通じて，財市場は
Xc=(W/P) . N (5 ) 
とL、う均衡条件を実現する。したがってこの均衡条件は，価格Pが，
P=W. N/Xc (6) 
となるように決定される，と表現したほうがよL、かもしれない。明らかに，
貨幣賃金率の変動は，それが雇用に直接影響しなし、かぎりでは，賃金財の
名目価格を比例的に変動させるだけである。そこで，上式を実質化するた
めに，賃金単位で測られた価格p (実質賃金率の逆数)を用いて整理する
と，
p=P/W=N/Xc 
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=士(1嶋 r) (7) 
である。いま， (NpI+ Nu)を外生変数とみなしてこれを整理し直すと，
c=~ー・ (NpJ+Nu)p. x-l 口 U (8 ) 
となり，これをさらに (2)式に代入して整理すると，総雇用量Nは，
N=一旦.xー・ (NpI+Nu)
p. x-l 
となる。
(9 ) 
なお，賃金財産業の消費向けの部門が地主に支払う地代所得とその後に
残る利潤との総額(以下，単に「財産所得」と呼ぶ)をI1c とおいて(6) 
式を利用すると，
I1c=PXc-W. Npc 
=w. (p. xー 1) . Npc 
= W. (NpI+ Nu) (10) 
したがって，財産所得の賃金単位で測られた(支配労働)量πcは，
πC=NpI+ Nu (11) 
となる。
ここで，生産・供給・消費の聞に一期聞を要するか，あるいは何らかの
事情で今期の需要に今期の供給が即応できない，と想定すると，投資また
は奪修品需要がたまたま減少し，これに伴って (NpI+Nu)が減少した場
合には，今期の聞に賃金財価格が下落し，賃金財産業の利潤が減少する。
そして雇用の減退は今期または次期以降に現れ，賃金財供給の減少は次期
以降に現れることになる。本来の賃金基金説はこのような期間分析になる
ものと思われるが，これはモデ、ノレを複雑にするので，ここでは，生産と消
費との聞に時の遅れがなく，今期の生産が今期の需要に対応でき，その影
響が今期のうちに賃金財生産と雇用の減退となって現れる，と想定するこ
とにしよう。
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そうすると，この生産・雇用の調整的変化が十分に伸縮的であって，前
に見た意味での「自然価格または必要価格」を保つように，賃金財の供給
量がそのときどきの需要水準に合わせて即座に調整される場合には，価格
は下落せず，もっぱら生産と雇用とが減退する。いま，この「自然価格ま
たは必要価格」をp*とおくと，総雇用量Nは，
N=子三主ー ・ (NpI+Nu) p* . x-1 '-'n • -'U (12) 
を満たすように調整される。し刊行定数日ととlはまさにー， "'-"^ ¥p*・xー 1/ 
ケインズ的な意味での雇用乗数として機能する。容易に理解されるように，
これは財産所得の分配率の逆数だから，ここでは財産所得の分配率がケイ
ンズの意味での貯蓄性向に相当する機能を果たすわけである。しかしもち
ろんここでは，財産所得がすべて貯蓄される，などと想定しているわけで
はない。賃金財産業の消費部門にとっては，雇用した労働に支払った賃金
は再び賃金財需要となって還流してくるのに対して，財産所得への支払い
はそのような形では戻ってこず，これが「漏れ」として機能するのである。
次に，当期の労働供給量，したがって完全雇用量を NFとおき， (NpI+ 
Nu)が減少したにもかかわらず， Npc は増加して，総雇用量はNFのまま
不変にとどまり，賃金財の価格だけが調整的に変化する，としよう。そう
すると，ケインズ的な乗数作用は無効になり ，(7)式において， (NpI+ 
Nu)から Npcへの労働の移動が pを引下げる場合に相当するから，賃金
財の価格は「一般的過剰供給」によって，
NF=_ PF'豆ー ・ (NpI+Nu) PF' x-1 
を満たすような水準 PF(< P *)まで低下する。
(13) 
したがって，生産・雇用の伸縮性が充分に高いために賃金財の価格はす
みやかに「自然価格または必要価格」に落ち着く，とする「価値論」と，
同 Cf.Ke戸lesC5J chap. 10， sec. I. 
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実質賃金率 (pの逆数)のすみやかな変動を通じてつねに完全雇用が実現
する，とする完全雇用仮説と，この二つの仮説が同時に両立し得る余地は
有効需要不足の局面にはないことがわかる。
V.モデルの含意
さらに， (13)式の状態を考えると，そこでは，全生産量が売れている
には違いないのだから，リカードウが指摘したように， I消費する意志と
能力をもっ人がし、つも若干はいるであろう」し， I商品にたいする需要は
あるであろ641と言うことはできる。しかしすでに見たように，価格が
PF の水準でしか売れないような需要(量)はマルサスが強調した意味で
の「有効需要」ではない。このときの「有効需要J(量)は， I自然価格ま
たは必要価格JP *での供給量に等しいのであって，それは雇用が(12)
式のNの水準まで低下した場合にはじめて現実にあらわれてくる。
しかし，もし(12)式の状態が実現したとすれば，そこでの全生産量は
P*で売れており，リカードウが述べたように， Iもし生産されなければ，
それが市場を欠くということはありえないし，その供給過剰はありえな
し!?1わけである。これに関連する箇所で，マルサスは失業者が「怠惰」な
生活に落ち込むという当時の実態を指ばしていたので， I失業の自発性」
とL、ぅ面倒な問題を生じる可能性があった。しかし， (12)式の状態では，
ケインズが定義した意味での「非自発的失業」はある，と言わねばならな
いだろう，なぜなら，明らかに， I賃金財の価格が貨幣賃金に比してわず
かに上昇した場合に，現行の貨幣賃金で働こうと欲する総労働供給と，そ
(52) 
の賃金における総労働需要量とがともに，現在の雇用量よりも大」になる
からである。
仰)前注~5)および該当引用文参照。
附Ricardo，No加 onMa肋us(W01免S，11) ，p. 315， No203， Ii'評注』邦訳402ベー
ジ。
加) Cf. Ma1thus (8 JP. Sraffa ed.， pp. 313-14，邦訳398-99参照。
伺 Keynes(5J p. 15，邦訳15-16ページ，原文イタリック。
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ところで， (NpI+Nu)の減少の結果は，現実にはおそらく(12)式と
(13)式とを両極端とする中閣の状態，すなわち， PF ほどではない水準
への価格の下落と， (12)式のNほどではない水準への総雇用の減少とが
同時に起こり，そのようにして財市場は (9)式を満たす「失業均衡」の
状態に達する，というものであろうし，マルサスもそう考えていたと思わ
れる。しかし，これを定式化するためには，賃金財産業の消費向けの供給
量 Xcを価格pの増加関数とするような企業行動を想定する必要がある。
ケインズが承認した「古典派の第一公準」はこの役割を担い，具体的には，
マーシャルの短期供給曲線の考え方をマクロ理論に応用したものになって
(54) 
いる。しかし，マノレサスやリカードウの時代には，これは漠然としたまま
放置するほかはなく，したがって「失業均衡」の位置は確定できなかった。
そして，これを確定できたとしても，価格(賃金単位で測られた)の下
落は実質賃金率の上昇を意味し， したがって失業は高い実質賃金率を伴わ
ざるを得ない。これに対してリカードウが， rしかし労働者の状態はどう
なるのであろうか，それはみじめになるのであろうか ?Jという疑問を抱
いたのはもっともなことであって，確かに，このような不況期には，雇用
先を継続的に確保できる労働者は「その時もっとも幸福で、あろう」と言わ
なければならない。しかしそれは他方に，多数の失業者を伴っている。
そこでいま，すべての労働者に年間の就業と失業の期間を平等に配分す
るような一時帰休の制度を想定してみよう。この場合には，各人が年聞を
平均して獲得できる賃金財の量は，単にXC/NFになる。ここで考えてい
るような短期には，労働供給量 NFは不変だから，消費向けの賃金財の年
間生産量 Xcが不況のために減少すれば，労働者の平均的な生活水準は低
下する。逆に，景気が回復局面(景気過熱の局面は別として)に入って
(53) Cf. Ma1thus (8J P. Sraffa ed.， pp. 241-44，邦訳310-11参照。
(54) Cf. Keynes (5J pp.17-18， 44-45， 248-49， 280-86，邦訳17-18，45-46， 246-47， 
279-85ペー ジ参照。
帥) Cf. Ricardo， NofesonMalthus (Works， 1) ，p. 308， 303， Nu197， 196， Ir評注』邦
訳395，384ペー ジ。
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Xcが増加すれば，実質賃金率は低下しても，雇用機会の増加によって労
働者の平均的な生活水準はかえって高くなるo マルサスはある程度このこ
とに気づいていたようで，不況期に高い実質賃金率が保たれることの結果
を，当時の社会事情に合わせて，
そしてその結果は，たぶん実際に働いている労働者を仕事からほうり
だすほどではないが，しかし賃仕事 Ctask-work)を囲むか減少させ，
女子や児童の雇用を妨げ，次代の労働者の形成にはほとんど役にたた
ないような，労働需要の弛緩にすぎないだろう。このばあいは，労働
者とその家族が実際にかせぐ生活必需品の分量は，労働者の受けとる
日々の支払いが，価格の騰貴のためによりわずかの穀物量しか支配し
ないときよりも，実際はよりわずかであるかもしれない。
と叙述している。
VI.結論
ところで，コリーやホランダーが指摘したように，マルサスは貯蓄と投
資をほとんど同義に使っており，ケインズほど明確に貯蓄関数を設定して
はいなかったばかりでなく， i古典派の第一公準」さえ明確ではなかった。
したがって，マルサスにケインズの意味での乗数理論を構成できたはずは
なく，マルサスがナポレオン戦争後の深刻な不況対策として公共事業を挙
げたこともまた，ホランダー (3Jが論じたように，ケインズ的論拠から
同 Ma1thus(8J P. Sraffa ed.， pp. 230-31， a1so cf. p. 248， 279-83，邦訳291-92ペー
ジ，なお，同322，358-60ペー ジをも参照。
初) Cf. lbid.， pp. 329-31 (邦訳416-19ペー ジ参照)， and cf. Corry (1) sec. m， 
Ho1ander (2J sec. 1， and Hollander (3J p. 306.ただし，かれらが用いた貯蓄・
投資の事前・事後による説明法に対しては，ケインズはむしろ否定的であり，よ
り古典派の伝統に近い立場をとっていた(ケインズ (5J第7章参照)。
阿 Cf.Malthus (8J J. Pulen ed.， 1. p. 511-12， and Hol1ander (3J sec. V. 
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切り離すことができる。
そしてすでに述べたように， ""7 Jレサスにとって不況は最後的な破局では
なく，あくまでも「振動」の一局面にすぎなかったから，経済はし、ずれ回
復局面に入らねばならず，この景気回復への主要なきっかけとして，マル
サスは技術進歩ばかりではなく，少なくとも『原理』では，貨幣賃金率の
下落を考えていた。上でみたモデ、ルで、は，貨幣賃金率の下落はそれに比例
する物価の下落をもたらすにすぎないが，ケインズはこれを出発点として，
さらに詳細な分析を加えた。しかしそうした問題意識は，ホランダー (3J
が指摘したように ""7Jレサス『原理』では希薄である。
したがって，ケインズの徹底的に理論的な分析装置に比肩するような要
素を厳密に求めていくと，むしろ，ケインズ的な要素は皆無であり，すべ
ては「観察的事実」にもとづく皮相な「常識論」にすぎなかったようにも
見える。そしてマルサスには，果敢に首尾一貫性を追求するリカードウ的
な透徹した理論性はなく，ケインズが評したように， iマノレサヌは(周知
の観察的事実に訴える以外に)どのようにして，またなぜ有効需要が不足
したり過剰になったりすることがあるかを明確に説明することができなか
ったために，それにとって代わる理論構造を提示することに失敗し721の
だから，コリーのように，マルサスは「ケインズの分析上の先駆者ではな
いJ，と結論づけることもできる。
しかし，すでに見たように，古典派的な貯蓄・投資論の枠内でも，賃金
財産業に限定した雇用乗数の理論を組み立てることはでき，これによって
附 Cf. Ma】世lUS(8) P. Sraffa ed.， pp.410-11，邦訳521ペー ジ参照。なお，前注仰')，
{叫，およびそれらの該当引用文参照。
和的 Cf. Keynes (5) chap. 19， sec. I. 
(61) Cf. Ho1ander (3) sec. il. 
(叫 Keynes(5) p. 32，邦訳33ページ。ただし，マルサスは有効需要不足の原因とし
て， r生産物の永続的な分配や人びとの永続的な噌好および習慣」が不適切であ
ることを挙げている。 Cf.Malthus (8) P. Sraffa ed. p.399， also cf. pp. 367-68， 
411-13，415， and so on，邦訳507ペー ジ，なお，463-64，523-24，528ペー ジ等参照。
仰) Co打y(1) p. 718， and cf. sec. V. 
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非自発的失業の存在を明示することはできたわけである。マノレサスはその
ことに漠然とながら気づいていて，財産所得からの投資(=貯蓄)と不生
産的消費， したがって (NpI+Nu) を外生的に取扱い，被乗数とまでは言
{白}
えないにしても，全体の雇用に決定的な影響を及ぼす要因としていた。し
たがって，マルサス的な接近方向からさらに分析装置を彫琢していったと
すれば，その延長上にケインズの『一般理論』を見ることは可能であり，
(65) 
経済学がそのように展開しなかったことをケインズが慨嘆したのにも十分
な理由があったわけで・ある。
そして，ケインズがその分析装置を鋭利に研ぎ澄まし，論じようとした
当の「思想」そのものは，ケインズ自身が述べたように， rこみ入った形
で表現されているけれども，きわめて単純なものであり，明白なもの」で
あって，その分析装置が支えたものこそまさにマルサス的な常識論で、あっ
たこともまた想起されなければならないだろう。
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